
参考法令集 

 

〇地方自治法施行令 

第 167 条の４ 普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に次の各号の

いずれかに該当する者を参加させることができない。 

(１) 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 

(２) 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

(３) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 32 条第 1 項各

号に掲げる者 

２ 普通地方公共団体は、一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当すると認

められるときは、その者について 3 年以内の期間を定めて一般競争入札に参加させないことができ

る。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても、また同様

とする。 

(１) 契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質若しくは

数量に関して不正の行為をしたとき。 

(２) 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の成立を害し、

若しくは不正の利益を得るために連合したとき。 

(３) 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。 

(４) 地方自治法第 234 条の 2 第 1 項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行

を妨げたとき。 

(５) 正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。 

(６) 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意に虚偽の事

実に基づき過大な額で行つたとき。 

(７) この項（この号を除く。）の規定により一般競争入札に参加できないこととされている者を契

約の締結又は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。 

 

〇飯山市財務規則 104 条 

第 104 条 政令第 167 条の４第２項各号の規定に該当する者は、同項に規定する期間、一般競争入札

に参加することができない。 

 

〇飯山市暴力団排除条例 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 暴力団 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。次号及び

次条第２項において「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。 

(２) 暴力団員 法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。 

第６条 市は、公共工事その他の市の事務又は事業（以下この条において「市の事務事業」とい

う。）により暴力団を利することとならないよう、暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関



係を有するものとして長野県暴力団排除条例施行規則（平成 23 年長野県公安委員会規則第５号）第

２条に規定する者（以下この条において「暴力団関係者」という。）を市が実施する入札に参加させ

ないことその他の必要な措置を講ずるものとする。 

 

〇建設業法 

(建設業の許可) 

第３条 建設業を営もうとする者は、次に掲げる区分により、この章で定めるところにより、二以上の都

道府県の区域内に営業所（本店又は支店若しくは政令で定めるこれに準ずるものをいう。以下同じ。）

を設けて営業をしようとする場合にあっては国土交通大臣の、一の都道府県の区域内にのみ営業所を

設けて営業をしようとする場合にあっては当該営業所の所在地を管轄する都道府県知事の許可を受け

なければならない。ただし、政令で定める軽微な建設工事のみを請け負うことを営業とする者は、この

限りでない。 

(１) 建設業を営もうとする者であって、次号に掲げる者以外のもの 

(２) 建設業を営もうとする者であって、その営業にあたって、その者が発注者から直接請け負う一件

の建設工事につき、その工事の全部又は一部を、下請代金の額（その工事に係る下請契約が二以上

あるときは、下請代金の額の総額）が政令で定める金額以上となる下請契約を締結して施工しよう

とするもの 

２ 前項の許可は、別表第一の上欄に掲げる建設工事の種類ごとに、それぞれ同表の下欄に掲げる建設

業に分けて与えるものとする。 

３ 第一項の許可は、五年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によって、その効力を失う。 

４ 前項の更新の申請があつた場合において、同項の期間（以下「許可の有効期間」という。）の満了の

日までにその申請に対する処分がされないときは、従前の許可は、許可の有効期間の満了後もその処分

がされるまでの間は、なおその効力を有する。 

５ 前項の場合において、許可の更新がされたときは、その許可の有効期間は、従前の許可の有効期間の

満了の日の翌日から起算するものとする。 

６ 第一項第一号に掲げる者に係る同項の許可（第三項の許可の更新を含む。以下「一般建設業の許可」

という。）を受けた者が、当該許可に係る建設業について、第一項第二号に掲げる者に係る同項の許可

（第三項の許可の更新を含む。以下「特定建設業の許可」という。）を受けたときは、その者に対する

当該建設業に係る一般建設業の許可は、その効力を失う。 

 

（経営事項審査） 

第 27 の 23 公共性のある施設又は工作物に関する建設工事で政令で定めるものを発注者から直接請け

負おうとする建設業者は、国土交通省令で定めるところにより、その経営に関する客観的事項について

審査を受けなければならない。 

２ 前項の審査（以下「経営事項審査」という。）は、次に掲げる事項について、数値による評価をする

ことにより行うものとする。 

１ 経営状況 

 ２ 経営規模、技術的能力その他の前号に掲げる事項以外の客観的事項 



３ 前項に定めるもののほか、経営事項審査の項目及び基準は、中央建設業審議会の意見を聴いて国土

交通大臣が定める。 

 

〇測量法 

第 55 条 測量業を営もうとする者は、この法律の定めるところにより、測量業者としての登録を受け

なければならない。 

２ 前項の登録の有効期間は、５年とする。 

３ 第１項の登録の有効期間の満了後引き続き測量業を営もうとする者は、更新の登録を受けなけれ

ばならない。 

４ 前項の更新の登録を受けようとする者が次条第１項の規定による申請をした場合において、第１

項の登録の有効期間の満了の日までに、第 55 条の５第１項の規定による登録又は第 55 条の６第１

項の規定による登録の拒否の処分がなされないときは、それらの処分があるまでは、第２項の規定に

かかわらず、第１項の登録は、なお効力を有するものとみなす。 

 

〇建築士法 

第 23 条 一級建築士、二級建築士若しくは木造建築士又はこれらの者を使用する者は、他人の求めに

応じ報酬を得て、設計、工事監理、建築工事契約に関する事務、建築工事の指導監督、建築物に関す

る調査若しくは鑑定又は建築物の建築に関する法令若しくは条例の規定に基づく手続の代理（木造

建築士又は木造建築士を使用する者（木造建築士のほかに、一級建築士又は二級建築士を使用する者

を除く。）にあつては、木造の建築物に関する業務に限る。以下「設計等」という。）を業として行お

うとするときは、一級建築士事務所、二級建築士事務所又は木造建築士事務所を定めて、その建築士

事務所について、都道府県知事の登録を受けなければならない。 

２ 前項の登録の有効期間は、登録の日から起算して 5 年とする。 

３ 第一項の登録の有効期間の満了後、引き続き、他人の求めに応じ報酬を得て、設計等を業として行

おうとする者は、その建築士事務所について更新の登録を受けなければならない。 

 

〇不動産鑑定評価に関する法律 

第 22 条 不動産鑑定業を営もうとする者は、二以上の都道府県に事務所を設ける者にあつては国土交

通省に、その他の者にあつてはその事務所の所在地の属する都道府県に備える不動産鑑定業者登録

簿に登録を受けなければならない。 

２ 不動産鑑定業者の登録の有効期間は、5 年とする。 

３ 前項の有効期間の満了後引き続き不動産鑑定業を営もうとする者は、更新の登録を受けなければ

ならない。 

４ 更新の登録の申請があつた場合において、第二項の有効期間の満了の日までにその申請に対する

処分がなされないときは、従前の登録は、同項の有効期間の満了後もその処分がなされるまでの間

は、なお効力を有する。 

５ 前項の場合において、更新の登録がなされたときは、その登録の有効期間は、従前の登録の有効期

間の満了の日の翌日から起算するものとする。 


